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1. ロードマップの概要 

1.1. ロードマップの目的と位置づけ 

八千代市では、八千代市第５次総合計画の基本構想における将来都市像の実現に向

け、５つの柱を基本目標として掲げています。その内の一つである「快適で環境にや

さしいまちづくり」の中で、環境保全活動の推進や、循環型社会の形成、地球環境へ

の配慮をうたっており、脱炭素社会実現に向けた取組を通じて地球温暖化対策に積極

的に取り組むことが重要であると考えています。 

八千代市は、令和 2年(2020 年)12月に令和 32年(2050年)までに二酸化炭素（CO2）

の排出量実質ゼロを目指す「ゼロカーボンシティ」宣言をしました。これを受け、本

ロードマップでは、ゼロカーボンシティの実現に向けた、八千代市の将来の温室効果

ガス排出削減目標や具体的な取組を示しています。 
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1.2. 計画の対象期間 

ロードマップの計画期間は、令和６年度(2024年度)から令和 32年度(2050年度)ま

でとします。令和 12 年度(2030 年度)、令和 22 年度(2040 年度)及び、社会情勢の変

化等を踏まえそれら対応するために必要に応じて見直しを行います。 

 

 

 

令和６年度(2024 年度) 

～ 

令和 12 年度（2030 年度） 

令和 13 年度(2031 年度) 

～ 

令和 22 年度（2040 年度） 

令和 23 年度(2041 年度) 

～ 

令和 32 年度（2050 年度） 

 

 

 

 

1.3. 脱炭素目標 

「2050 年二酸化炭素排出実質ゼロ」（長期目標）の実現を目指し、脱炭素化に向け

た地球温暖化対策の国内外の動向を踏まえ、令和 12 年度（2030 年度）までに達成す

べき目標（中期目標）を次のように設定しました 。 

 

 

 

  「2050 年二酸化炭素排出実質ゼロ」の実現 

長期目標 

中期目標 

市域からの令和 12年度（2030年度）における温室効果ガス排出量を

平成 25 年度（2013年度）比 40％削減とし、更なる高みを目指す。 

※平成 25年度（2013年度）: 1,635千 t-CO2 

令和 12年度（2030年度）:   973千 t-CO2 

令和 12 年度 
(2030 年度)末 

令和 22 年度 
(2040 年度)末 

 

令和 32 年度 
(2050 年度)末 

 

見直し 見直し 

ゼロカー
ボンシティ
の実現 
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2. 策定の背景 

2.1. 地球温暖化について 

現在、地球の平均気温は 14℃前後ですが、もし大気中に水蒸気、二酸化炭素、メタ

ンなどの温室効果ガスがなければ、マイナス 19℃くらいになります。太陽から地球に

降り注ぐ光は、地球の大気を素通りして地面を暖め、その地表から放射される熱を温

室効果ガスが吸収することで大気を暖めているからです。 

近年、産業活動によって、二酸化炭素、メタン、さらにはフロン類などの温室効果

ガスが大量に排出されて、大気中の濃度が高まり熱の吸収が増えた結果、気温が上昇

し始めています。これが地球温暖化です。 

温室効果ガス総排出量に占めるガス別排出量の内訳は、二酸化炭素 75.0％、メタン

18.0％、一酸化二窒素 4.0％、オゾン層破壊物質でもあるフロン類(CFCs、HCFCs)2.0％、

となっています。つまり、石油や石炭など化石燃料の燃焼などによって排出される二

酸化炭素が最大の温暖化の原因と言えます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 温室効果ガスと地球温暖化メカニズム／温室効果ガス総排出量に占めるガス別排出量 

出典：全国地球温暖化防止活動推進センター（https://www.jccca.org/） 
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2.2. 温暖化の状況 

IPCC 第 6 次評価報告書によると、世界平均気温は工業化前と比べて、平成 23 年

(2011年)～令和 2年(2020 年)で 1.09℃上昇しています。 

また、陸域では海面付近よりも 1.4～1.7 倍の速度で気温が上昇し、北極圏では世

界平均の約 2倍の速度で気温が上昇するとしています。 

特に最近 30年の各 10 年間の世界平均気温は、昭和 25年(1950年)以降のどの 10年

間よりも高温となっています。中でも平成 10 年(1998 年)は世界平均気温が最も高か

った年でした。平成 25年(2013年)には 2番目に高かった年を記録しています。 

今後、温室効果ガス濃度がさらに上昇し続けると、今後気温はさらに上昇すると予

測されています。IPCC 第 6 次評価報告書によると、今世紀末までに 3.3～5.7℃の上

昇(SSPD-8.5)と予測されています。 

 

 

  

図 2100年までの世界平均気温の変化予測（1950～2100年・観測と予測） 

出典：全国地球温暖化防止活動推進センター（https://www.jccca.org/） 
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2.3. IPCCによる気候変動シナリオ 

IPCCとは、気候変動に関する政府間パネル（Intergovernmental Panel on Climate 

Change）の略で人為起源による気候変化、影響などついて、科学的、技術的、社会経

済学的な見地から評価するため、国連環境計画（UNEP）と世界気象機関（WMO）により

設立された組織です。 

世界中の科学者の協力の下、出版された文献（科学誌に掲載された論文等）に基づ

いて定期的に報告書を作成し、気候変動に関する最新の科学的知見の評価を提供して

います。 

温暖化の進行を受け、IPCC は、５つのシナリオに基づく世界平均気温の変化を図の

とおり提示し、温暖化対策への取組が急務であることを呼びかけています。 

 

 

 

 

 

 

  

図 IPCC 第６次評価報告書における SSP シナリオとは 

出典：全国地球温暖化防止活動推進センター（https://www.jccca.org/） 
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2.4. 脱炭素に向けた世界・国・県の動き 

2.4.1. 世界における動向 

平成 27 年(2015 年)に温室効果ガス削減に関する国際的取り決めを話し合う「国連

気候変動枠組条約締約国会議(通称 COP）」で合意されたパリ協定は、令和２年(2020

年)以降の気候変動問題に関する、国際的な枠組みです。世界共通の長期目標として、

産業革命前からの平均気温の上昇を２℃より十分下方に保持し、1.5℃に抑える努力

を追求することを目的としています。 

このため、気温上昇を約 1.5℃に抑えるためには、令和 12 年(2030 年)までに平成

22 年(2010 年)比で世界全体の CO2排出量を約 45％削減することが必要とされていま

す。この実現に向けて、120以上の国と地域が「2050年カーボンニュートラル」とい

う目標を掲げ取組を進めています。 

 

 

  

図 今後どのくらい排出量を減らす必要があるの？ 

出典：全国地球温暖化防止活動推進センター（https://www.jccca.org/） 
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■カーボンニュートラルとは 

温室効果ガスの排出量と吸収量を均衡させることを意味します。「排出を全体とし

てゼロ」というのは、二酸化炭素をはじめとする温室効果ガスの「排出量」※から、植

林、森林管理などによる「吸収量」※を差し引いて、合計を実質的にゼロにすること

を意味しています。 

カーボンニュートラルの達成のためには、温室効果ガスの排出量の削減並びに吸収

作用の保全及び強化をする必要があります。 

 

※ここでの温室効果ガスの「排出量」「吸収量」とは、いずれも人為的なものを指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

八千代市民の「ゼロカーボン」の認知状況 

令和５年(2023年)３月に市民を対象に行った、

気候変動・地球温暖化に関するアンケートにおい

て、「あなたは、「ゼロカーボン」という言葉を知

っていましたか」と聞いたところ、「知っている」
※と回答した市民の割合は 50.6％となっており、

約半数の市民がある程度理解していることが分か

りました。 

ゼロカーボンシティを実現する上ではより多く

の市民や事業者に脱炭素型のライフスタイルを定

着させることが必要であり、そのためにはゼロカ

ーボンシティについての認知を高め、意識付けを

行い、行動変容につなげていくことが重要です。 

 ※「よく知っている（意味やどんなことに取り組むかなど）」
及び「詳しくは知らないが、大体の意味は分かる」の合
計 

 

  

出典：脱炭素ポータル（環境省） 

よく知っている（意

味やどんなことに取

り組むかなど）

12.4%

詳しくは知らないが、

大体の意味は分かる

38.2%
意味は知らないが、

聞いたことはある

20.0%

知らない

27.0%

無回答

2.4%

n=330 

Q あなたは、「ゼロカーボン」と 

いう言葉を知っていましたか 
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2.4.2. 国における動向 

■2050 年カーボンニュートラル宣言 

令和２年(2020年)10月、菅総理大臣（当時）は、所信表明演説において、「我が国

は、令和 32 年(2050 年)までに、温室効果ガスの排出を全体としてゼロにする、すな

わち 2050 年カーボンニュートラル、脱炭素社会の実現を目指す」ことを宣言しまし

た。また、令和３年(2021 年)4 月には、「2030 年度において、温室効果ガス 46%削減

（2013 年度比）を目指す」こと、さらに「50%の高みに向けて挑戦を続けること」を

表明しました。 

令和３年(2021 年)10 月 22

日には、2050 年カーボンニュ

ートラルに向けた基本的な考

え方等を示す「パリ協定に基

づく成長戦略としての長期戦

略」が閣議決定され、その後、

国連に提出されました。 

これらを踏まえ、国は「GX実

現に向けた基本方針」を令和

５年(2023 年）2月に閣議決定

するなど、脱炭素の実現に向

けて各種取組を推進しています。 

■国の排出削減目標 

地球温暖化対策推進法に基づく政府の総合計画である地球温暖化対策計画が令和

３年(2021 年)10 月 22 日に閣議決定されました。地球温暖化対策計画は、平成 28 年

(2016年)５月 13日に閣議決定した前回の計画から５年ぶりに改定されています。 

改定された地球温暖化対策計画は、「2050年カーボンニュートラル」宣言、令和 12

年度(2030 年度)46％削減目標等の実現に向けて策定したものであり、CO2以外も含む

温室効果ガスの全てを網羅し、新たな令和 12 年度(2030 年度)目標の裏付けとなる対

策・施策を記載して新目

標実現への道筋を描い

ています。 

  

図 パリ協定に基づく成長戦略としての長期戦略概要 

出典：環境省 

図 地球温暖化対策計画におけ

る温室効果ガス排出量の目標 
出典：環境省 
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2.4.3. 千葉県における動向 

千葉県は、千葉県カーボンニュートラル推進方針（令和５年(2023年)３月）におい

て、令和 32 年(2050 年)におけるカーボンニュートラルの実現を目指して中期的・長

期的な目指す姿やロードマップを示しています。 

また、千葉県地球温暖化対策実行計画（令和５年(2023年)３月）においては国の示

す温室効果ガス削減目標を踏まえ、千葉県の地域特性を考慮した令和 12年度(2030年

度)における削減目標を設定するとともに、目標達成に向けた各主体の取組を示して

います。 

 

 

 

 

 

  

図 2050年カーボンニュートラルに向けた県の目指す姿へのロードマップ 

出典：千葉県カーボンニュートラル推進方針 

図 2030 年度の温室効果ガス排出量 

出典：千葉県地球温暖化対策実行計画 

表 2030 年度の温室効果ガス 

 

 

 

 

 

 

 

出典：千葉県地球温暖化対策実行計画 
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3. 現状と課題 

3.1. 八千代市の概況 

■人口の推移 

本市の総人口は、昭和 42 年（1967 年）に市制が施行されて以来、東日本大震災の

影響を受けた平成 23 年（2011 年）から平成 24 年（2012 年）を除き増加を続けてお

り、令和４年（2022年）３月末時点では 203,524人となっています。平成 17 年（2005

年）には老年人口が年少人口を上回っており、近年総人口に占める老年人口の割合が

高まっていることからも、高齢化の進展が顕著となっています。 

将来人口推計結果によれば、本市の総人口は令和 11 年（2029 年）までは増加する

見込みとなっており、その後は、全国の傾向と同様に、減少に転じることが見込まれ

ています。 

 

   

図 年齢３区分別人口の推移 
出典：八千代市人口ビジョン（令和５年改訂版） 

図 八千代市総人口の将来人口推計結果 
出典：八千代市人口ビジョン（令和５年改訂版） 
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■産業の状況 

本市の産業構造は、第二次産業が約２割、第三次産業が約８割を占めており、この

20年間で、第一次産業従事者だけでなく、第二次産業従事者が減少していることが特

徴です。 

商工業において、製造品出荷額は平成 30 年度（2018 年度）にかけて増加し、その

後減少に転じています。また、年間商品販売額及び事業所数は減少傾向にあります。 
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図 製造品出荷額及び事業所数 
出典：「千葉県の工業」より八千代市データを抜粋 

図 年間商品販売額及び事業所数 
出典：「商業統計調査」より八千代市 

データを抜粋 

図 産業大分類別就業人口比 
出典：八千代市 HP(「八千代市の統計」) 
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本市では、野菜を中心に酪農やナシ栽培が盛んです。令和３年（2021年）の推計の

農業産出額は、野菜が 11.9 億円、畜産が 10.9億円、果実が 4.0億円、米が 2.6 億円、

その他で計 31.1 億円となっています。しかしながら、販売農家戸数は年々減少する

傾向にあり、令和２年（2020年）では 403戸でした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

■土地利用の状況 

本市の土地利用の特徴は、中南部に人口のほとんどが集中する市街地があり、北部

は市域の半分を占める農村地帯で多くの緑が残され、谷津・里山など「水と緑」の自

然の豊かな地域です。 

平成 15 年（2003 年）から令和４年（2022 年）までの間に、山林が 132ha、田畑が

145ha 減少した一方、宅地が 243ha 増加しています。転用された農地のうち、住宅地

への転用が最も多く、人口増による発展という本市の特徴がうかがえます。 
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出典：八千代市 HP(「八千代市統計書」) 
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出典：令和３市町村別農業産出額（推計）農林業

センサス結果等を活用した市町村別農業 

産出額の推計結果 

図 販売農家戸数の推移 
出典：「農林業センサス」より八千代市データを

抜粋 



 

13 

■交通の状況 

本市の道路網は、首都圏を環状にとりまく国道 16 号と国道 296 号などの広域幹線

道路や、都市計画道路３・４・１号新木戸上高野原線、３・３・７号大和田駅前萱田

線、といった都市幹線道路、そのほか県道や市道によって形成されています。国道 296

号などでは、交通量の増加に伴い慢性的な渋滞が発生しています。また狭隘な道路も

あることから、計画的な道路整備が求められます。 

鉄道は、市域の南端部を京成本線が通り、市内に八千代台駅、京成大和田駅、勝田

台駅の３駅があります。また中央部には西船橋駅から東葉勝田台駅を結ぶ東葉高速線

が通り、八千代緑が丘駅、八千代中央駅、村上駅、東葉勝田台駅の４駅があり、東葉

勝田台駅は京成本線の勝田台駅と接続しています。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 幹線道路方針 
出典：八千代市都市計画マスタープランより幹線道路方針 
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3.2. 八千代市の温室効果ガス排出状況 

3.2.1. 市域全体 

平成 25 年度（2013 年度）以降の我が国の温室効果ガス排出傾向には減少傾向が見

られますが、本市においては平成 28年度（2016年度）から平成 29年度（2017 年度）

にかけてピークを迎え、その後減少に転じています。 

温室効果ガス排出量の推移と電気の CO2排出係数の推移を比較すると、概ね近い増

減の推移をしていることから、電気の CO2排出係数が本市の温室効果ガス排出量に与

える影響が大きいことがわかります。新型コロナウイルス感染症の影響が少ないと考

えられる令和元年度（2019 年度）の排出量は、平成 25年度（2013年度）比で 6.9%の

減少となっています。 

なお、令和２年度（2020 年度）が前年度比 9.4％減と大きく減少しているのは、新

型コロナウイルス感染症による活動制限が大きく影響していると考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 八千代市 温室効果ガス排出量の推移及び電気の CO2排出係数の推移 
出典：温室効果ガス排出量出典：自治体カルテ（環境省） 

電気の CO2出典：排出係数地方公共団体実行計画策定・実施支援サイト（環境省） 

 

 

 

 

 

 

 

  

全国：エネルギー起源 CO2排出量（電気・熱 配分後）、エネルギー転換部門を除いて算出 

図 八千代市と全国におけるエネルギー起源温室効果ガス排出量の部門別排出割合(令和２年度(2020 年度）) 
出典：自治体カルテ（環境省） 
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温室効果ガス排出量について、本市と千葉県の排出割合を比較すると、本市は産業

部門が少なく、家庭部門の割合が多い特徴があります。また、本市と全国と比較する

と、本市は産業部門が多く、運輸部門が少ない特徴があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 温室効果ガス排出割合の比較（八千代市、千葉県、全国） 

出典：自治体カルテ（環境省） 

 

 

 

3.2.2. 家庭部門 

家庭部門からの温室効果ガス排出量は、平成 25 年（2013 年）頃から減少傾向が見

られます。省エネ家電の普及や日頃の生活における省エネへの取組が促進されている

ことがその背景にあると考えられます。 

本市における世帯数は一貫して増加傾向にありますが、温室効果ガス排出量につい

ては、年度によって変動があるものの、平成 25 年度（2013 年度）をピークに減少し

ています。新型コロナウイルス感染症の影響が少ないと考えられる令和元年度（2019

年度）の排出量は、平成 25年度（2013年度）比で 22.0%の減少となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 家庭部門からの温室効果ガス排出傾向 

温室効果ガス排出量出典：自治体カルテ（環境省）、世帯数出典：八千代市統計書 
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3.2.3. 事業者の状況 

■産業部門 

産業部門からの温室効果ガス排出傾向は、製造品出荷額等との関連性が高いことが

分かります。本市は工業団地や比較的エネルギーを必要とする食品製造工場を有して

いることから、温室効果ガス排出傾向としては、景気など市域外の経済活動による影

響を受けやすい特徴があります。 

温室効果ガス排出量と製造品出荷額等の推移を比較すると、基準年度である平成 25

年度（2013年度）以降、温室効果ガス排出量が平成 28年度（2016年度）をピークに

減少に転じているのに対し、製造品出荷額等は平成 30 年度（2018 年度）まで増加傾

向にあり、温室効果ガスの排出と生産活動に乖離が見られ、単位製造品出荷額等あた

りの温室効果ガス排出量が低減していることがわかります。新型コロナウイルス感染

症の影響が少ないと考えられる令和元年度（2019年度）の排出量は、平成 25 年度（2013

年度）比で 1.8%の増加となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 産業部門からの温室効果ガス排出傾向と製造品出荷額等の関係 

出典：自治体カルテ（環境省） 
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エネ等の取組効果が表れていると考えられます。新型コロナウイルス感染症の影響が

少ないと考えられる令和元年度（2019 年度）の排出量は、平成 25 年度（2013 年度）

比で 18.1%の減少となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 業務その他部門からの温室効果ガス排出傾向 

温室効果ガス排出量出典：自治体カルテ（環境省）、第三次産業従業者数出典：経済センサス 
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図 運輸部門からの温室効果ガス排出傾向 

温室効果ガス排出量出典：自治体カルテ（環境省）、自動車保有台数出典：千葉県統計年鑑 
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3.2.5. 廃棄物分野 

廃棄物分野からの温室効果ガスは、市民や事業所などから収集された一般廃棄物を

焼却することで排出され、一般廃棄物に含まれるプラスチック類が主な排出源となっ

ています。 

本市の人口は概ね増加傾向である一方で、温室効果ガスの排出量は年度によって増

減がありますが、概ね横ばいが続いています。これは、収集された一般廃棄物の量の

増減はもちろんのこと、一般廃棄物に含まれるプラスチックごみの割合も影響してい

るためです。このため、廃棄物分野における温室効果ガスの排出を削減するためには、

4Ｒの取組の徹底を通じて、プラスチックごみの分別、再資源化に積極的に取り組む

ことが重要です。 

なお、市民などから収集された一般廃棄物は、清掃センターで処理されており、ご

みを焼却することで生じる余熱については施設内での給湯やふれあいプラザの温水

プールへの熱供給が行われています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 廃棄物分野からの温室効果ガス排出傾向 

温室効果ガス排出量出典：自治体カルテ（環境省）、人口出典：八千代市統計書 
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3.3. 市役所（事務事業）の状況 

市の事務事業により排出される温室効果ガスのうち、約 98.3％が CO2であり、大部

分を占めています。 

その CO2排出量のうち、電気の使用に伴う CO2排出量が４割近く（37.2％）を占めて

おり、エネルギー使用によって排出される CO2の多くが電気の使用によるものです。

電気以外のエネルギーであるガソリンなどの燃料使用からの CO2 排出量は約１割

（9.7％）となっています。 

また、一般廃棄物の焼却により排出される CO2は全体の半分以上（53.1％）となっ

ています。 

このような温室効果ガスの排出傾向から、大部分を占めている CO2の排出削減への

取組が効果的であるといえます。また、その中でも特に割合の大きい、電気の使用と

廃棄物の焼却への対策が重要と考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 温室効果ガス総排出量（CO2換算）の推移 

出典：八千代市 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 令和４年度（2022 年度）温室効果ガスの排出割合及び二酸化炭素の排出割合の内訳 

出典：八千代市  
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3.4. 再生可能エネルギーの状況 

3.4.1. 再生可能エネルギーの導入状況 

八千代市の再生可能エネルギーの状況について、FIT 制度※1による再生可能エネル

ギー（電気）の現状は、導入量が 32,172kWとなっており、全量が太陽光発電です。そ

のうち、主に住宅に設置されていると考えられる 10kW 未満の太陽光発電が全体の

58％を占めています。 

導入容量累積の経年変化をみると、過去５年間平均で約 2.3 千 kW 増加しており、

10kW 未満、10kW 以上ともに継続的に増加していることが分かります。また、市内の

消費電力と再生可能エネルギーによる発電量の比率（対消費電力 FIT導入比）※２につ

いてみると、令和３(2021)年で 4.2％となっており、この７年間で約 2.5 倍に増加し

ています。 

 

※１FIT制度：電気事業者による再生可能エネルギー

電気の調達に関する特別措置法（平成二十三年八

月三十日法律第百八号）に基づく再生可能エネル

ギーの固定価格買取制度 

 

※２区域の FIT制度による再生可能エネルギーの発電

電力量を、区域の電気使用量で除した値 

 

 

 
図 市内における再生可能エネルギーの導入容量 

出典：自治体排出量カルテ（令和３年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 市内における再生可能エネルギーの導入容量累積の経年変化 

出典：自治体再エネ情報カルテ  
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3.4.2. 再生可能エネルギーの導入ポテンシャル 

八千代市の再生可能エネルギーの導入ポテンシャルは、電気が約 3,302千 GJ/年、

熱が約 5,870千 GJ/年で、全体で約 9,173千 GJ/年となっています。 

再生可能エネルギー種別の導入ポテンシャルとしては、地中熱が 53.0％で最も高

く、次いで太陽光発電（戸建住宅等）が 13.2％、太陽光発電（耕地・荒廃農地等）

が 11.8％と高くなっています。 

なお、最も導入ポテンシャルが高い地中熱については、利用できる温度が低く、

利用できる施設や用途が限られるとともに整備コストも高いことから、本市におい

ては太陽光を中心に再生可能エネルギー導入を推進することが適していると考えら

れます。 

  

 

 

 

 

 

 
図 再生可能エネルギー種別導入

ポテンシャル割合 
出典：自治体再エネ情報カルテ 

（令和５年４月 1 日現在） 

 

 

市内の電気のエネルギー消費量約 995千 MWh/年に対して再生可能エネルギー導入

ポテンシャルは約 917MWh/年となっており、エネルギー消費量が導入ポテンシャルを

上回っています。このため、さらなる大幅な省エネを行うとともに、再エネについ

てポテンシャルの最大限の導入が必要となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 再生可能エネルギー導入ポテンシャルとエネルギー消費量の比較 
出典：自治体再エネ情報カルテ（令和５年４月 1 日現在） 
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3.5. 市民アンケート結果 

ここでは、令和５年(2023 年)３月に市民を対象として、気候変動・地球温暖化に関

する意識等を把握するために行ったアンケート結果について示します。 

表 アンケート実施概要 

調査対象 市内に住む 18歳以上の市民 

調査時期 令和５年３月６日～令和５年３月 22日 

発送数 1,000通 

回収数 
紙 253通 

330通 
web 77通 

回答率 33.0％ 

 

Ｑ あなたの気候変動・地球温暖化問題に対する考えについておたずねします。 

 

気候変動・地球温暖化に対して、回答者の 90％が危機感を抱いている一方で、

自身の行動を通じて改善できると考えている回答者が約 64％、また気候変動・

地球温暖化問題の対策に取り組むことが生活の質をより良くするものであると

認識している回答者が約 42％に留まっています。気候変動・地球温暖化を自分

ごととして捉えるとともに、気候変動・地球温暖化問題の対策に取り組むことで

メリットを感じられるように働きかけて行くことが必要です。 

 

●気候変動・地球温暖化問題の影響をどのく

らい心配していますか。 

 

 

 

 

 

●あなた自身が行動することにより、気候変

動・地球温暖化問題は改善できると思いま

すか。 

 

 

 

 

  

とてもそう思

う 7.9%

そう思う

56.4%

そう思わない

25.8%

全く思わない

5.5%

無回答

4.5%

とても心配で

ある 39.7%

ある程度は心配で

ある 50.3%

あまり心配で

はない 6.1%

全く心配ではない

1.8%

無回答

2.1%

n=330 

n=330 
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●気候変動・地球温暖化問題の対策（省エネ対策

や再エネ導入など）は、どのようなものと考え

ていますか。 

 

 

 

 

 

 

Ｑ 家庭の省エネ対策や再エネ導入についておたずねします。 

 

省エネ行動について、緑化や移動など屋外での多少の手間がかかる取組の実

施率が低くなっており、省エネ行動に取り組む上での課題として情報不足や手

間がかかることなどが多く挙げられています。これらから、情報提供などを通じ

て市民の行動変容を促すことが今後ゼロカーボンシティを実現する上で重要で

あることがわかります。 

 

●あなたは日頃どういった省エネ活動に取り組んでいますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●あなたが省エネ活動にもっと取り組むうえで、どんな課題がありますか。 

 

 

 

 

 

  

こまめな消灯、使用していない電気製品の主電源を切る

等の節電を心掛けている 
81.5%
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りを緑化している 

その他 

自家用車より公共交通や自転車、徒歩で移動している 
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どのように取り組めばよいか情報が不足している 
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3.6. ゼロカーボンシティの実現に向けた課題 

ここでは、前頁までで示した現状を踏まえ、本市のゼロカーボンシティの実現に向け

た課題について整理しています。 

 

地理的条件について  

●現状 

面積 51.39ｋ㎡のコンパクトな市域であり、市

域の中南部は人口の多くが集中する市街地、北部

は農地や谷津、里山など緑多い農村地帯となって

います。市域は下総台地に位置し、市域内に高低

差が比較的少ない地形となっています。 

●課題 

市域内には緑が多い一方で宅地開発など

に伴って農地や里山が減少しています。市

域に高低差が少ないため小水力、風力の賦

存量が少なく、適正な再生可能エネルギー

の導入が必要です。 

⇒施策の方向性 

 農地や里山の保全・活用を通じて CO2吸収源の確保を図ります。 

 太陽光発電を中心とした再生可能エネルギー普及の推進を図ります。 

温室効果ガス排出について  

●現状 

本市の温室効果ガスは、基準年度である平成 25

年度（2013年度）以降、平成 29年度（2017年度）

にかけてピークを迎え、その後減少に転じていま

す。部門別にみると、廃棄物分野を除き、各部門

で近年温室効果ガス排出量が減少傾向にありま

す。 

●課題 

家庭部門、産業部門、業務その他部門、運

輸部門の排出量は近年横ばいから減少にあ

りますが、大幅な排出削減が必要です。廃棄

物分野は全体に占める割合が低いですが、

横ばい傾向であり対策が必要です。 

電気由来の CO2 の排出量は電気の排出係

数の増減に大きく影響を受けるため、排出

係数の低い電気の使用が必要です。 

⇒施策の方向性 

 各部門における大幅な削減に向けて、排出特性を踏まえた市民・事業者・市による協働で

の取組を推進することとし、既存の技術の積極的な導入を図るとともに、革新的技術の将

来的な実装を図ります。 

 廃棄物処理による温室効果ガスの削減は、市民・事業者の協働による 4Rの推進に取り組む

とともに、将来的な処理システムにおける対策も重要です。 
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意識・行動について  

●現状 

市民アンケート結果から、気候変動・地球温暖

化への危機感を持っている人の割合が高い一方

で、市民一人ひとりが意識を高めることが重要で

あること、温暖化に取り組むことで得られるメリ

ットがあることなどについての認識が不十分で

す。 

●課題 

情報提供や環境教育・環境学習を通じて、

市民や事業者の意識を高め、行動変容につ

なげるための働きかけを行う必要がありま

す。 

⇒施策の方向性 

 市民・事業者の行動変容を促すため、市民団体や事業者と連携して地球温暖化の現状や対策

等についての情報提供を積極的に進めます。 

 買い物袋の有料化を通じて買い物袋の持参率が向上したように、市内における社会システム

の見直しを通じて市民や事業者の行動変容につなげます。 

再エネ導入について  

●現状 

市内における再生可能エネルギー導入状況

（FIT 制度による）をみると、全量が太陽光設備

であり、そのうち約 6 割が住宅用（10ｋW 未満）

であり、導入ポテンシャルとしては、地中熱、太

陽光で約 9割を占めています。 

●課題 

ポテンシャルとして高い割合 53％をしめ

ている地中熱については導入に向けた課題

が多くあります。 

また、事業者へのヒアリングから、事業用

の太陽光発電設備の導入には設置スペース

（敷地の空き）、建物の強度不足、設置コス

トなどが課題となっています。 

⇒施策の方向性 

 本市の再生可能エネルギー導入においては、太陽光を中心に導入を推進することとし、住

宅用、事業用ともに、それぞれの特性を踏まえた普及の支援を行います。 

 太陽光発電設備等、再生可能エネルギーを導入する際には、導入による土地の安定性、濁

水、反射光など周辺環境への影響を十分に踏まえます。 
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地域特性・まちづくりについて  

●現状 

交通は主要道路（国道 16号、国道 296号等）、

鉄道２線（京成本線、東葉高速線）７駅が連絡し

ています。 

米本団地、村上団地、高津団地に代表される大

規模な住宅団地が立地しています。 

市内産業について、南部には八千代工業団地、

上高野工業団地、吉橋工業団地があり、エネルギ

ー多消費事業者が多数立地しています。また、北

部は野菜や畜産（乳牛）、果樹、米の栽培が盛んで

す。 

●課題 

地域内での移動はできるだけ環境負荷が

少ない手段の普及を図ることが必要です。 

戸建て住宅はもとより、集合住宅におけ

る省エネ対策や電気自動車の普及に向け

た、充電インフラの普及が必要です。 

製造業をはじめとした事業者との連携が

必要です。また、製造業や農業などから発生

するバイオマスについて、資源として有効

利用することが重要です。 

⇒施策の方向性 

 地域内移動における公共交通、自転車など環境負荷の少ない交通手段の普及を図ります。 

 戸建て住宅、集合住宅における各種ハード面の対策を推進します。 

 事業者との協働を通じて地域の温室効果ガス排出削減を推進します。 

 地域の未利用バイオマスについて、有効利用を推進します。 

市役所の取組について  

●現状 

市の事務事業から排出されている温室効果ガ

スは、増減を繰り返していますが、平成 30 年度

（2018年度）以降は減少傾向となっています。 

●課題 

CO2の大幅な排出削減に向けて、高い割合

を占めている電気の使用量の削減と廃棄物

の焼却への対策を進める必要があります。 

⇒施策の方向性 

 公共施設の新築・改築時の ZEB化、既存施設の設備更新における高効率設備への改修を推

進します。 

 電動車の公用車への導入等を通じて自動車利用に伴う温室効果ガスの排出削減を図りま

す。 

 PPAなどを活用し、公共施設への太陽光発電システムの導入を推進します。 

 職員への環境教育などを通じて意識を高め、脱炭素化に向けた行動変容につなげるととも

に、事務事業の DX化などを通じて事務事業の高効率化を推進します。 

 4R(リデュース・リユース・リサイクル・リフューズ)等の取組を通じて資源循環を推進し

ます。 

 木材の利用の推進を通じて、CO2吸収源である森林を保全します。 
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4. ゼロカーボンシティの実現に向けて 

4.1. 将来ビジョン 

下図は、令和 32 年(2050 年)にゼロカーボンシティを実現した八千代市のイメージ

です。市民、事業者、市の様々な日常的な取組が脱炭素につながっています。 

 

 

 

  

図作成中 
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4.2. 基本的な考え方 

脱炭素ロードマップでは、八千代市第３次環境保全計画（改訂版）で掲げられてい

る環境の将来像（人・まち・自然が調和した快適な暮らし 未来につなげよう 持続

可能な都市 八千代）の実現を通じて脱炭素化を目指すとともに、化石エネルギーを

中心とした現在の産業構造・社会構造をクリーンエネルギー中心へ転換する GX（グリ

ーントランスフォーメーション）の実現を図ります。 

このため、八千代市第３次環境保全計画で示されている、３つのキーワード「ひと」

「まち」「みらい」に基づいてゼロカーボンシティの実現に取り組むこととします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

ひと 
一人ひとりの

取組 

 

まち 
地域が 

できること 

みらい 
新しい技術の
活用・創出 

実現に向けたキーワード 

 環境の将来像 

人・まち・自然が調和した快適な暮らし 

未来につなげよう 持続可能な都市 八千代 

 ゼロカーボンシティの実現に向けた理念 

ひと・まち・みらい 地域力で脱炭素を実現する 

ライフスタイル・社会システムの変革 

 市民の行動変容 
 意識啓発・環境教育 等 

革新的技術の早期実装 

 燃料電池車の普及 
 水素エネルギーの普及 等 

地域全体への既存技術の普及 

 省エネの推進 
 再エネの導入推進 等 
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4.3. ゼロカーボンシティ実現に向けた基本方針 

基本的な考え方で示した３つのキーワードに基づいて、本市におけるゼロカーボン

シティ実現に向けた方針を次に示します。 

 

ひと ～ライフスタイル・社会システムの変革～ 
効率の改善や革新技術の開発等を通じて、省エネ等の環境性能の高い技術や機器

等が普及されつつありますが、これらの利用方法は利用者の行動様式によって大き

く異なり、高い環境性能が最大限に発揮されているとは必ずしも言えません。 

このため、情報発信や環境教育・環境学習等を通じ

て市民一人ひとりの行動変容を促進する、社会システ

ム等の外部環境の変化を通じて間接的に促進するこ

とで、社会システムやライフスタイルの変革を促し、

ソフト面からゼロカーボンシティの実現を図ります。 

 

 

まち ～地域全体への既存技術の普及～ 
近年、エネルギー効率の改善や革新技術の開発等の技術イノベーションを通じ、

省エネや再エネの利活用技術等、環境性能の高い技術や機器などが開発・普及され

つつあります。 

令和 32 年(2050 年)におけるゼロカーボンシティを

実現するためには、できるだけ早い段階で温室効果ガ

スの大幅削減を図ることが重要であり、地域全体で現

状導入が可能な技術や機器等の早急な普及に取り組

み、ゼロカーボンシティの実現を図ります。 

 

 

みらい ～革新的技術の早期実装～ 
ゼロカーボンシティを実現するためには、再エネの主電源化や脱炭素エネルギー

への転換が必要であり、このためには蓄電池の技術革新や太陽光発電等の新たな発

電技術の開発、燃料電池車などの普及や水素エネルギーの利用拡大等、新たな技術

の開発が求められます。 

これらは今後の技術開発に依存するところが大き

く、本市単独での取組は困難ですが、事業者等と協働

することで革新的技術の早期実装を通じて、ゼロカー

ボンシティの実現を図ります。 
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5. ロードマップ 

5.1. 将来の八千代市の温室効果ガス排出量（BAU）の推計 

今後、追加対策を講じない場合に目標年である令和 12 年度（2030 年度）の温室効

果ガス排出量がどのようになるかについて推計することで、本市の特性に応じた適切

な削減目標を検討するための参考とします。 

将来の温室効果ガス排出量については、BAU(Business As Usual)排出量として、今

後の経済活動や人口の推移などから推計することができ、その際には追加的な対策に

よる削減量は見込みません。BAU 排出量を推計するための指標については製造品出荷

額や市内世帯数や廃棄物など、本市の特性をできるだけ踏まえることができる数値を

用いており、その結果、本市の令和 11 年（2029 年）頃までの人口増加などを反映し

た推計となっています。 

将来排出量を推計した結果を下図に示します。基準年度である平成 25 年度（2013

年度）の排出量 1,635 千 t-CO2と比較して、令和 12 年度（2030 年度）は約２％増加

した 1,675千 t-CO2、令和 32年度（2050年度）は約９％増加した 1,782千 t-CO2とな

り、いずれも増加すると予想されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 温室効果ガス排出傾向と推計値 

平成 25 年度から令和２年度における温室効果ガス排出量出典：自治体カルテ（環境省） 

  

1,635 1,529 1,620 1,648 1,648 1,592 1,522 1,379
1,675 1,782

0

500

1,000

1,500

2,000

平成25年度平成26年度平成27年度平成28年度平成29年度平成30年度令和元年度 令和2年度 令和12年度令和32年度

(千t-CO₂)

(基準年度) (目標年度)

実績値 推計値

基準年度比
+2％

基準年度比
+9％
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5.2. 再生可能エネルギー導入目標 

本市において、前述の通り再生可能エネルギーの導入ポテンシャルとして期待でき

るエネルギーは主に太陽光と考えられます。このため、太陽光を再生可能エネルギー

導入の柱に据え、取組を行うこととします。 

また、本市の再生可能エネルギー導入ポテンシャルはエネルギー需要の約９割しか

賄うことができないことから、再生可能エネルギーの最大限の活用が必要となります。 

このため、目指すべき導入目標については国の令和 12 年(2030 年)における導入目

標※を鑑み、令和 12 年度(2030 年度）導入量を現状（令和３年度（2021 年度））比で

約 1.7倍にすることを目標とします。また、令和 32年度(2050年度）については現状

比で約 3.3倍とします。 

 

※国の目標値について 

国は第６次エネルギー基本計画において、太陽光の導入見込み量を令和元年(2019)年の 55.8GW

に対して令和 12年(2030年)の野心的水準として 103.5～117.6GWとしています。（約 1.9～2.1倍） 

なお、八千代市における令和元年度（2019年度）の導入量は 26.3MWとなっています。 

 

 

表 区域の再生可能エネルギーの導入容量の目標値 

 

 

 

 

 

 

 

括弧内の数字は再生可能エネルギー導入による CO2削減効果。 

なお、排出係数は 0.25㎏-CO2/kWhとしている。 

 

 

  

中小水力

バイオマス

風力

現状(2021年度)

32.2 MW

-

-

-

太陽光
(8千t-CO2)

- -

- -

- -

(17千t-CO2) (32.4千t-CO2)

55.2 MW 107.8 MW

発電方法 2030年度 2050年度
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単位：千t-CO2

産業部門 841 856 2% 978 675 -20% 303 1,077 7 -99% 1,070

業務その他部門 269 220 -18% 218 80 -70% 137 215 1 -100% 214

家庭部門 279 218 -22% 235 50 -82% 186 242 2 -99% 240

運輸部門 218 204 -6% 221 156 -29% 65 227 1 -99% 226

廃棄物分野 28 24 -12% 23 23 -17% 0 21 0 -100% 20

計(①) 1,635 1,522 -7% 1,675 984 -40% 691 1,782 11 -99% 1,771

森林等吸収量(②) 11 11 0% 11 11 - - 11 11 - -

実排出量(①-②) 1,624 1,511 -7% 1,664 973 -40% 691 1,771 0 -100% 1,771

目標
排出量

2013比
増減率

2013年
（基準）

2030年
（目標）

2050年
（目標）

部門
BAU排出量

からの削減量

BAU
排出量

2019年
（現在）

BAU排出量

からの削減量

目標
排出量

2013比
増減率

BAU
排出量

実績
排出量

実績
排出量

2013比
増減率

単位：千t-CO2

2013年度 2030年度（目標）

(基準) BAU 排出係数 対策削減見込 目標 2013年度比

排出量 低減効果 省エネ対策等 その他 計 排出量 増減率

国対策 追加対策 ⑤ 対策 ⑦ ⑧

① ② ③ ④ (③+④) ⑥ (⑤+⑥) (①-(②+⑦)) %

産業部門 841 978 83 50 164 214 － 214 681 -19

業務その他部門 269 218 89 47 0 47 － 47 82 -70

家庭部門 279 235 86 90 0 90 － 90 59 -79

運輸部門 218 221 7 43 15 58 － 58 156 -29

廃棄物分野 28 23 0 0.1 0.0 0.1 － 0.1 23 -17

再エネ導入 － － 17 17 -17 －

吸収源対策 － － 11 11 -11 －

計 1,635 1,675 265 230 179 410 28 437 973 -40

区分

※現在の排出量については、新型コロナウイルス感染
症による活動制限の影響が比較的少ないと考えら
れる令和元年度(2019年度)の値を示しています。 

下表では、上表に示した再エネ導入による排
出量削減効果（-17）を各部門の排出量に反映
（産業部門から-６、業務その他部門から-２、
家庭部門から-９）して示しています。 

※端数処理のため合計値が
合わないことがあります。 

5.3. 二酸化炭素削減の目安 

本市における令和 12 年度(2030 年度)及び令和 32 年(2050 年)における CO2削減の

目安は次に示す通りです。令和 12 年度(2030 年度)においては、省エネの徹底及び再

生可能エネルギーの導入を通じた CO2排出量削減、森林等吸収によって、実排出量を

BAU 排出量から 691 千 t-CO2削減し、平成 25 年度(2013 年度)比 40％削減を目指しま

す。さらに、令和 32年(2050年)においては、実排出量を BAU排出量から 1,771千 t-

CO2削減し、平成 25年度(2013 年度)比 100％削減することでゼロカーボンを実現しま

す。 

 

■令和 12年度（2030年度）、令和 32（2050）年度における目標排出量 
（再エネ導入効果を各部門に配分） 

※下表は、八千代市第３次環境保全計画（改訂版）p76 の表（令和 12年度（2030年度）におけ
る削減量の見込み）を引用 
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5.4. 脱炭素シナリオ 

本市は、国・県と一体となって温室効果ガス排出量の削減を目指すこととし、主体

ごとの活動量の見通しを検討しながら目標を設定しています。 

現状のまま追加的な対策を行わなかった場合、排出量は基準年度を上回る量の排出

が見込まれていますが（BAU排出量）、今後、徹底的な省エネの推進、再生可能エネル

ギーの最大限の導入を行うことで、ゼロカーボンシティの実現を目指します。 

その際、前述のゼロカーボンシティ実現に向けた基本方針に基づいて各種施策の展

開を図り、各主体における取組を推進することとします。具体的には、令和 12 年度

(2030 年度)に向けた削減対策については基本方針の「ひと」「まち」に基づいて取り

組むことで平成 25 年度(2013 年度)比 40％削減を目指し、令和 32 年度(2050 年)に向

けてはこれらに加えて「みらい」に基づいた取組を推進することでゼロカーボンシテ

ィの実現を目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2013

(基準)

2019

(現在)

2030
(BAU)

2030

(目標)

2050
(BAU)

2050

(目標)

排
出
量

森林等吸収量分

実排出量

森林等吸収量

ひ と ひ と 

ま ち 

BAU から 
691 千 t-CO

2
 

削減 

BAU から 
1,771 千 t-CO

2
 

削減 

ま ち 

みらい 

2013 年度比 
40％削減 2013 年度比 

100％削減 
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5.5.ゼロカーボンシティ実現に向けた取組(ロードマップ)  

ゼロカーボンシティの実現に向けたロードマップを次頁に示します。実現にあたっ

ては、「4.3.ゼロカーボンシティ実現に向けた基本方針」で示した「ひと」「まち」「み

らい」の３つの基本方針で取り組むこととします。令和 12 年度(2030 年度)までは現

状における技術や行動変容による取組で平成 25 年度(2013 年度)比 40％削減を目指

し、令和 12 年度(2030 年度)以降については技術革新などを踏まえた対策を通じて取

組を加速化し、令和 32年 (2050年)にカーボンニュートラルを目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
ひと 

ライフスタイル・ 

社会システムの変革 

まち 

地域全体への 
既存技術の普及 

みらい 

革新的技術の早期実装 

2030年までに 
左記の主な取組 
などにより 

691千 t-CO2 

削減 
を目指します 

2030年以降 
さらなる取組で 
より一層の 

削減 
を目指します 

 省エネルギー性能の高い設備機器の

導入推進 

 再生可能エネルギーの普及推進 

 次世代自動車の普及推進 

 環境にやさしいまち・交通への転換 

 谷津・里山の保全・活用、森林等吸収

源の適正管理の推進 

 水素エネルギーの導入 

 カーボンリサイクルの導入 

※上図に示した取組と削減量は主なものであるためこれらを合計しても全体削減量とは一致しません。 

 脱炭素型ライフスタイルの普及推進 

348千 t-CO2削減 

意識啓発の強化による 

相乗効果 

 

17 千 t-CO2削減 

36 千 t-CO2削減 

20 千 t-CO2削減 

11 千 t-CO2削減 

 

等 

 

４千 t-CO2削減 
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ひと 
ライフスタイル・ 

社会システムの変革 

まち 
地域全体への 

既存技術の普及 

みらい 
革新的技術の 

早期実装   

2013 2050 2030 2019 2024 

脱炭素型ライフスタイルの普及推進 

市民（団体）・事業者・市の連携 

省エネルギー性能の高い 
設備機器の導入推進 

ZEB・ZEH の普及推進 

再生可能エネルギーの 
普及推進 

次世代自動車の普及推進 

環境にやさしいまち・交通への転換 

農業の脱炭素化の推進 

谷津・里山の保全・活用 

水素エネルギーの導入 

カーボンリサイクルの導入 

森林等吸収源の適正管理の推進 

カーボン・オフセット事業の実施 

情報収集・発信の実施、環境教育・学習の実施、既存社会システムの見直しの検討・実施 

市民（団体）事業者との情報交換、連携の実施 

鉄道・バスの利便性向上、歩行者や自転車が利用しやすい道路の整備、バリアフリーに配慮した道路改良 等 

脱炭素型の農業支援、バイオマス活用検討 

谷津・里山の担い手の育成、保全・活用 

導入検討・導入 

導入検討・導入 

情報収集、調査研究 

情報収集、調査研究 

 市による率先導入 
 

 
 

 
 

 
 

市による率先導入 
情報発信・導入支援 

市による率先導入 

市による率先導入 

農地への炭素貯留の検討・実施 

森林等吸収源の保全・継続的な維持管理 

情報収集、調査研究 導入検討・導入 

①現状・BAU 排出量 1,635 1,782 1,675 1,522 

②森林吸収量 11 11 11 11 

③実排出量(①－②) 1,624 1,771 1,664 1,511 

④目標排出量 0 973 

⑤必要削減量(③-④) 1,771 691 
2013年度比 40％減 

現状における技術や行動変容による取組 
技術革新などを踏まえ

た対策による取組加速 

 カーボンニュートラル 

情報発信・導入支援 

情報発信・導入支援 

情報発信・導入支援 
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5.6. 各項目における取組 

5.6.1. ひと ～ライフスタイル・社会システムの変革～ 

「ひと」では、以下に示す主な取組等を通じて令和 32年(2050年)におけるゼロカ

ーボンシティの実現を図ります。 

 

■主な取組項目 

 

 

  

項目 概要 

脱炭素型ライフスタイルの 

普及推進 

脱炭素型のライフスタイルの普及を図るため、市民・事業

者の行動変容を促すとともに、既存社会システムの見直し

について検討 

市民（団体）・事業者・市の 

連携 

市民（団体）・事業者の連携や市との連携を通じて、幅広く

温室効果ガス排出削減に向けた活動を推進 
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■主な取組の概要 

① 脱炭素型ライフスタイルの普及推進 

効率の改善や革新技術の開発等の技術イノベーションを通じて、省エネ等の環境性

能の高い技術や機器が社会に普及、実装されつつあります。しかしながら、技術や機

器の利用方法は利用者の行動様式によって大きく異なっており、非効率的に使われる

等、高い環境性能が最大限に発揮されているとは必ずしも言えません。ゼロカーボン

シティを実現するためには、技術や機器の利用の段階でのハード面の対策だけでなく、

ソフト面（行動）のライフスタイルにまで踏み込んだアプローチが重要です。 

このため、市民・事業者の行動変容を促し、脱炭素型のライフスタイルへの普及を

図ります。また、脱炭素化に向けて、より行動変容につながる社会システムの見直し

について検討を行います。 

推進方策 

 「脱炭素につながる新しい豊かな暮らしを創る国民運動（デコ活）の推進 

 脱炭素に向けた様々な媒体や手法による情報発信 

 環境学習・教育事業の充実と参加促進 

 環境配慮促進に向けたグリーンライフポイント等の検討 等 

 

② 市民（団体）・事業者・市の連携 

ゼロカーボンシティの達成は一部の主体の取組だけでは困難であり、全ての主体が

協働し、八千代市一丸となって取組を進めることが重要です。このため、市民（団体）・

事業者が相互に連携しながら、また市と連携しながら幅広く温室効果ガス排出削減に

向けた活動を推進します。 

本市の事業者の中には、令和 32 年(2050 年)よりも前倒しの令和 12 年(2030 年)に

ゼロカーボン達成を目標に掲げる事業者や、温室効果ガス排出削減に貢献する技術を

持った事業者など、多岐に渡っています。これらの事業者が持つノウハウや技術につ

いて、連携を通じて共有・活用することで脱炭素化を実現します。 

推進方策 

 市民（団体）が行う環境保全活動の支援 

 ＣＯ２ＣＯ２スマート宣言事業所登録制度の普及 

 環境にやさしい事業活動の普及促進 等 
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行動変容に向けた５つのステージ 

行動変容（behavior modification）とは、健康の保持増進、病気回復等のために、行

動・ライフスタイルを望ましいものに修正、習慣化することです。行動変容の理論とし

て幅広く活用されている Prochaskaの行動変容ステージモデルでは行動変容は下に示す

５つのステージを通るとされています。 

ここから、人は知識として知り、自分ごとにしてから行動に移すことがわかります。

脱炭素型ライフスタイルの普及に向けて、学校や地域における環境教育・学習などの取

組や情報発信が重要であることがわかります。 

 

 

 

 

 

 

図 行動変容に向けた５つのステージのイメージ 

「脱炭素につながる新しい豊かな暮らしを創る国民運動（デコ活）の推進 

脱炭素につながる働き方や暮らしなど、新しい生活スタイルを「デコ活」と称して、

国は自治体や企業と連携して推進しています。 

2030年度までに、温室効果ガスの 2013年度比で 46％削減の目標達成に向け、自宅で

のテレワークや、製造過程で二酸化炭素の排出量を抑えた製品の普及など、脱炭素につ

ながる新しい生活スタイルを推奨しています。 

※「デコ活」という言葉の由来 

CO2を減らす(DE)脱炭素(Decarbonization)と、環境に良いエコ(Eco)を含む"デコ"と活動・生活を意味す

る"活"を組み合わせた造語。 

 

グリーンライフポイントについて 

グリーンライフポイントは国の気候変動対策事業のひとつで、脱炭素型のライフスタ

イルへの転換を進めるため、環境に配慮した製品やサービスを選んだ人にポイントを発

行する仕組みです。 

カーボンニュートラルを達成するためには、日本の温室効果ガス排出量の約６割を占

めるといわれる衣食住を中心とし

た国民のライフスタイル転換が必

要です。このため、グリーンライ

フポイントのインセンティブによ

って、ライフスタイル転換が加速

することが期待されています。 

 

 

 

図 対象となるグリーン 

ライフのイメージ 

（環境省）  

【
事
例
】

食
ロ
ス
削
減
の

行
動
変
容
の
段
階

世界の問題を知
り、「自分も何
とかしなけれ
ば」と思う。

自分にも削減で
きる食品ロスが
意外に多いこと
を知る。

買い物、収納、
保存などの具体
的知識を学び、
様々な工夫を知
る。

ごみと家計の無
駄が減り、暮ら
しがスムーズに
なったことを実
感する

無関心期 関心期 準備期 実行期 維持期
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日常生活での省エネ行動の効果 
 
下の表は、日常生活でできる省エネ行動とその効果です。普段のちょっとした取組が地

球環境にやさしいだけでなく、お財布にもやさしくなります。できることから行動変容し

てみましょう！ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：無理のない省エネ節約（省エネポータルサイト・資源エネルギー庁）  

kg-CO2/年 円/年

キッチン
冷蔵庫
★ ものを詰め込みすぎない 詰め込んだ場合と、半分にした場合の比較 21 1,180

無駄な開閉はしない
2倍の回数開閉した場合（通常：開閉回数12分ごとに25

回、開放時間10秒）
5 280

開けている時間を短く
開けている時間が20秒間の場合と、10秒間の場合の比

較
3 160

★ 設定温度は適切に 設定温度を「強」から「中」にした場合（周囲温度22℃） 30 1,670

壁から適切な間隔で設置
上と両側が壁に接している場合と片側が壁に接している

場合の比較
22 1,220

ガス給湯器

食器を洗うときは低温に設定
食器を洗う時、65Lの水道水（水温20℃）を使い、給湯器

の設定温度を40℃から38℃に下げ、2回/日手洗いした

場合（使用期間:冷房期間を除く253日）

20 1,430

電子レンジ
葉菜（ほうれん草、キャベツ）の下ごしら
えに電子レンジを活用

葉菜（ほうれん草、キャベツ）の下ごしらえをガスコンロか

ら電子レンジに変える
12 990

★
果菜(ブロッコリー、カボチャ)の下ごし
らえに電子レンジを活用

果菜(ブロッコリー、カボチャ)の下ごしらえをガスコンロ

から電子レンジに変える
13 1,060

根菜(ジャガイモ、里芋)の下ごしらえに
電子レンジを活用

根菜(ジャガイモ、里芋)の下ごしらえをガスコンロから電

子レンジに変える
11 950

電気ポット

★ 長時間使用しないときはプラグを抜く
電気ポットに満タンの水2.2Lを入れ沸騰させ、1.2Lを使

用後、6時間保温状態にした場合と、プラグを抜いて保温

しないで再沸騰させて使用した場合の比較

52 2,900

ガスコンロ
炎がなべ底からはみ出さないように調
節

水1L（20℃程度）を沸騰させる時、強火から中火にした

場合（1日3回）
5 390

掃除家電
洗濯機

洗濯物はまとめ洗いを
定格容量（洗濯・脱水容量：6kg）の4割を入れて洗う場合

と、8割を入れて洗う回数を半分にした場合の比較
3 4,510

衣類乾燥機

まとめて乾燥し、回数を減らす
定格容量(5kg)の8割を入れて2日に1回使用した場合

と、4割ずつに分けて毎日使用した場合の比較
21 1,130

★ 自然乾燥を併用する
自然乾燥8時間後、未乾燥のものを補助乾燥する場合と

乾燥機のみで乾燥させる場合の比較（2日に1回使用）
193 10,650

掃除機
部屋を片付けてから掃除機をかける 利用する時間を、1日1分短縮した場合 3 150

風呂・トイレ
風呂給湯器

★ 入浴は間隔をあけずに
2時間の放置により4.5℃低下した湯（200L）を追い焚

きする場合（1回/日）
86 6,190

シャワーは不必要に流したままにしない 45℃の湯を流す時間を1分間短縮した場合 29 3,210
温水洗浄便座
使わないときはフタを閉める フタを閉めた場合と、開けっ放しの場合を比較 17 940
暖房便座の温度は低めに 便座の設定温度を一段階下げた（中→弱）場合 13 710
洗浄水の温度は低めに 洗浄水の設定温度を一段階下げた（中→弱）場合 7 370

自動車

★
ふんわりアクセル。5秒間で20km/h程
度に加速した場合

194 11,950

加減速の少ない運転 68 4,190
早めのアクセルオフ 42 2,590
アイドリングストップ 40 2,480

合計 1,417 88,840

行動
(★：取組効果の高い行動）

行動詳細
削減量
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5.6.2. まち ～地域全体への既存技術の普及～ 

「まち」では、以下に示す主な取組等を通じて令和 32年(2050年)におけるゼロカ

ーボンシティの実現を図ります。 

 

■主な取組項目 

項目 概要 

省エネルギー性能の高い

設備機器の導入推進 

省エネ性能の高い設備について、公共施設における率先導入、

市民・事業者への情報発信や支援を通じた普及を推進 

ZEB・ZEHの普及推進 ZEB・ZEH について、公共施設における率先導入、市民・事業

者への情報発信や支援を通じた普及を推進 

再生可能エネルギーの 

普及推進 

再生可能エネルギーについて、公共施設における率先導入を

行うとともに、市民・事業者への情報発信や支援を通じた普及

を推進 

次世代自動車の普及推進 次世代自動車について、公共施設における率先導入を行うと

ともに、市民・事業者への情報発信や支援を通じた普及を推進 

環境にやさしいまち・交通

への転換 

公共交通機関及び交通結節点の利便性向上や、歩行者や自転

車が利用しやすい道路の整備を推進 

農業の脱炭素化の推進 脱炭素型農業の普及や未利用バイオマスの活用検討、農地へ

の炭素貯留を推進 

谷津・里山の保全・活用 担い手の育成等を通じた谷津・里山の保全・活用の推進 

森林等吸収源の適正管理

の推進 

森林等吸収源となる緑地の適正管理を推進 

カーボン・オフセット事業

の実施 

J-クレジット制度などを活用したカーボン・オフセット事業

の実施 
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■主な取組の概要 

① 省エネルギー性能の高い設備機器の導入推進 

本市の CO2排出量の８割以上を産業部門、業務その他部門、家庭部門が占めており、

これらの省エネを進めていく上で省エネルギー設備・機器の導入を促進することが必

要です。環境省では、2050 年カーボンニュートラルに向け、設備・機器等のエネルギ

ー消費効率向上等を後押しするため、環境省 LD-Tech制度を設けています。 

これらの設備機器について、公共施設における率先導入や市民・事業者への情報発

信や支援による普及を図り、効果的に省エネルギー化を進めます。 

※環境省 LD-Tech（Leading Decarbonization Technology） 

2050 年カーボンニュートラルに向け、エネルギー起源 CO2の排出削減に最大の効果をもたら

す、先導的な技術。 

推進方策 

 公共施設における設備交換時における高効率機器の率先導入 

 工場、住宅・民間建築物における高効率機器の普及推進 等 

表 環境省 LD-Tech の例 

出典：2022 年度 LD－tech 製品一覧より作成（環境省）  

技術体系 設備・機器等

ガスヒートポンプ
パッケージエアコン（設備用、ビル用マルチ）
氷蓄熱式パッケージエアコン

熱源・空調機（ヒートポンプ・中央
方式）

フロン類等冷媒ターボ冷凍機、水冷ヒートポンプチラー等

熱源・空調機（気化式・中央方式） 間接気化式冷却器
熱源・空調機（吸収式・中央方式） 吸収冷温水機

高温水ヒートポンプ（空気熱源･循環式、水熱源･循環式等）
熱風ヒートポンプ（空気熱源･一過式、水熱源･一過/循環式）

空調機（ペレットストーブ） 密閉式ペレットストーブ
その他 空調用ハイブリッドフィルタ
電気系給湯器 ヒートポンプ給湯機（空気熱源）
燃焼式給湯器 潜熱回収型給湯器

ボイラ
温水機、蒸気ボイラ（貫流ボイラ、炉筒煙管ボイラ、水管ボ
イラ、貫流ボイラ）

コージェネレーション
ガスエンジンコージェネレーション、ガスタービンコージェ
ネレーション、燃料電池コージェネレーション
空気冷媒方式冷凍機

冷凍冷蔵倉庫用自然冷媒冷凍機（アンモニア/CO2二次冷媒シス

テム）
自然冷媒冷凍冷蔵コンデンシングユニット

モータ 永久磁石同期モータ
蒸気駆動圧縮機
熱回収式ねじ容積形圧縮機

その他 蒸気リサイクル型濃縮乾燥装置
エネルギーマネジメントシステム BEMS（制御サービス・空調・熱源・中央方式）
その他 二流体加湿器
コージェネレーション 家庭用燃料電池（エネファーム・SOFC）
窓 Low-E複層ガラス・樹脂サッシ等
その他 金属製玄関ドア
電気系給湯器 太陽熱集熱器対応型エコキュート
燃焼式給湯器 ハイブリッド給湯機（家庭用）
太陽熱給湯機 真空管形集熱器（強制循環型太陽熱給湯器用）（家庭用）
太陽熱給湯機 蓄熱槽（強制循環型太陽熱給湯器用）（家庭用）

産業・業務
（業種共通）

産業・業務
（業種共通）

家庭

冷凍冷蔵機器

空調機（ヒートポンプ・個別方式）

熱源（ヒートポンプ）

モータ利用機器（圧縮機）
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② ZEB・ZEHの普及推進 

本市の家庭部門、業務その他部門による CO2排出量は全体の約３割を占めており、

これらの大幅な削減が必要です。このため、建物の高断熱化、高効率設備による省エ

ネルギー化で建物のエネルギー消費量を減らすとともに、太陽光発電によってエネル

ギーを創ることにより、年間のエネルギー消費量を実質ゼロにする ZEB・ZEH の普及

が重要となります。さらに、ZEB・ZEH化することで健康で快適な室内環境を保ちなが

ら、光熱費の削減や遮音・防音性能の向上も期待できるとともに、災害時においては

太陽光発電や蓄電池を活用すれば電気が使うことができ、非常時でも安心な生活を送

ることができます。 

現在設計している八千代市役所新庁舎は ZEB Readyを予定しており、今後他の公共

施設の新設・改修時においても率先して ZEB化を進めるとともに、市民や事業者への

情報発信や支援により、市内における新築の ZEB・ZEH化 100％を目指します。 

推進方策 

 公共施設の ZEB化の率先実施 

 戸建て住宅・集合住宅・ビル等の ZEB・ZEH化の普及推進 等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

  

ZEB となる八千代市新庁舎 

出典：八千代市新庁舎建設基本設計書（八千代市） 

図 ZEH のイメージ 

出典：環境省ホームページ 

図 ZEB・ZEH の考え方 

出典：ご注文は省エネ住宅ですか？（国土交通省） 
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③ 再生可能エネルギーの普及推進 

本市において再生可能エネルギーの導入ポテンシャルとして期待できる太陽光を

中心として導入を推進し、エネルギーの地産地消とともに、蓄電池との併用による地

域におけるレジリエンスの強化を図ります。近年、太陽光発電の導入が進んでおりま

すが、さらに、営農型太陽光発電設備（ソーラーシェアリング）やカーポート一体型

の太陽光発電設備（ソーラーカーポート）、次世代太陽光電池であるペロブスカイト

の活用など多様な手法による普及を図ります。また、再生可能エネルギー設備の導入

が困難な場合においては、再生可能エネルギー由来電力への切り替えを促します。 

なお、再生可能エネルギー導入にあたっては、設置による周辺環境への影響に十分

留意することが必要です。 

推進方策 

 公共施設、公共空き地への太陽光発電の率先導入 

 住宅・民間建築物、空き地等への太陽光発電の導入促進 

 農地への営農型太陽光発電の導入促進 

 再生可能エネルギー由来電力の普及促進 等 

 

 

 

 

 

 

  
ソーラーカーポート 

出典：ソーラーカーポートの導入について（環境省） ソーラーシェアリング 

出典：農林水産省ホームページ 

ペロブスカイト太陽電池とは 

ペロブスカイト太陽電池の特徴としては、以下

が挙げられます。 

●少ない製造工程で製造が可能（製造コスト↓） 

●プラスチック等の軽量基板の利用が容易であ

り軽量性や柔軟性を確保しやすい。 

●主要な材料であるヨウ素の生産量は、日本が

世界シェア 30%（世界２位）を占めている。 

これによって、従来太陽光発電の設置が困難だっ

た場所（耐荷重の小さい工場の屋根、ビル壁面等）

への設置が可能になります。 
ペロブスカイト太陽電池の製造の様子 

出典：再生可能エネルギーに関する次世代技術について 

（資源エネルギー庁） 

次世代技術について 
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④ 次世代自動車の普及推進 

本市の運輸部門の温室効果ガス排出量について、全国と比較すると全体に占める割

合は低いですが、千葉県全体と比較すると若干多くなっています。このため、従来の

ガソリン車などの化石燃料を使用した自動車などから電気自動車(EV)、プラグインハ

イブリッド車(PHEV)、燃料電池自動車(FCV)などの次世代自動車への代替を促し、ゼ

ロカーボン・ドライブの実現を通じて運輸部門からの温室効果ガスの大幅削減を図り

ます。 

また、EV の普及には充電設備の普及拡大が重要であることから、EV 充電設備の普

及を促進します。また、本市には大規模な集合住宅が多数立地していることからこれ

らの住民の利便性向上も重要なポイントになります。さらに、自家用車を保有しない

ことも自動車使用頻度の低減につながることから、EV カーシェアリングの普及を図

ります。 

推進方策 

 公用車の次世代自動車への代替の率先実施 

 家庭用・事業用車両の次世代自動車への代替促進 

 市内における充電設備の普及促進 

 EVカーシェアリングの推進 等 

 

 

 

 

 

 

  

バッテリー（蓄電

池）に蓄えた電気で

モーターを回転さ

せて走る自動車。 

図 ゼロカーボン・ドライブについて 

出典：環境省ホームページ 

 

搭載したバッテリ

ー（蓄電池）に外部か

ら給電できるハイブ

リッド車。バッテリー

（蓄電池）に蓄えた電

気でモーターを回転

させるか、ガソリンで

エンジンを動かして

走る。 

充填した水素と

空気中の酸素を反

応させて、燃料電池

で発電し、その電気

でモーターを回転

させて走る自動車。 

ゼロカーボン・ドライブとは 

太陽光や風力などの再生可能エネルギーを使って

発電した電力（再エネ電力）と EV、PHEV、FCVを活用

した、走行時の CO2 排出量がゼロのドライブのことで

す。 

（下写真地図情報アプリで車両の空き情

報の把握できる） 

図 EVカーシェアリング 

出典：eemoホームページ 
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⑤ 環境にやさしいまち・交通への転換 

人口減少・少子高齢化が進む中、地域の活力を維持し、生活に必要なサービスを確

保するため、人々の居住や必要な都市機能をまちなかなどのいくつかの拠点に誘導し、

それぞれの拠点を地域公共交通ネットワークで結ぶコンパクト・プラス・ネットワー

クの考え方に基づいて、コンパクトで持続可能なまちづくりを進めます。 

これによって、公共交通機関及び交通結節点の利便性向上による持続可能な交通ネ

ットワークの形成や、歩行者や自転車が利用しやすい道路の整備を推進します。 

推進方策 

 公共交通機関及び交通結節点の利便性向上 

 歩行者や自転車が利用しやすい道路の整備 

 バリアフリーを考慮した道路改良、交通安全施設の整備 等 

 

 

⑥ 農業の脱炭素化の推進 

本市では、北部の農村地帯を中心として、ニンジンやネギなどの野菜や生乳、ナシ

などの果実、コメなどの生産が行われています。農業では、施設園芸の加温や農業機

械の動力を化石燃料に依存しているため、これらの再生可能エネルギーへの代替や

AI・ICTなどを活用したスマート農業の実現による CO2の削減を図ります。 

また、市内では、農業に伴って発生する農業残さ、畜産ふん尿などのバイオマスに

ついて、エネルギーをはじめとした資源循環利用について検討します。 

さらに、農地に施用された堆肥や緑肥等の有機物は、多くが微生物により分解され

大気中に放出されるものの、一部が分解されにくい土壌有機炭素となり長期間土壌中

に貯留される特性を踏まえ、農地への炭素貯留についても検討します。 

推進方策 

 農業における再生可能エネルギー

の活用推進 

 AI・ICTなどを活用したスマート農

業の推進 

 農業副産物など未利用バイオマス

の活用検討 

 農地への炭素貯留の検討 等 

 

  

出典：八千代市第２次農業振興計画（八千代市） 
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⑦ 谷津・里山の保全・活用 

本市北部地域を中心に残されている谷津・里山は、地域の自然環境の象徴であり、

CO2 吸収源としての機能だけでなく、水源かん養や生物多様性保全など私たちの暮ら

しにおいて重要な役割を担っています。一方で、近年、里山管理を行っている市民団

体の高齢化などに伴い、維持管理の担い手が不足している状況です。このため、担い

手の育成などを通じて、谷津・里山の保全・活用を推進します。 

推進方策 

 里山楽校等の取組を通じた里山保全・活用の担い手の育成 

 谷津・里山の維持管理の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑧ 森林等吸収源の適正管理の推進 

市内には樹林地のほか、農地や都市公園、街路樹など、CO2の吸収源となる緑地が多

く存在しており、これらは市民や事業者、市の適正な管理を通じて維持されています。

これらの緑地を今後も適正に管理することで市内における吸収量の確保を図ります。 

推進方策 

 森林の保全・適正管理の推進 

 都市公園、街路樹等の適正管理の推進 等 

  

 

 

  

(上)むつみの森 (右)島田谷津 

出典：八千代市 
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⑨ カーボン・オフセット事業の実施 

本市は、ゼロカーボンの実現に向けて既存技術や将来的な革新的技術を総動員して

温室効果ガスの排出削減対策に取り組んでいきます。しかしながら、将来的にも廃棄

物の焼却に伴う温室効果ガスの排出や電気へのエネルギー転換が困難な設備が一定

数存在すると考えられるため、これらの排出量をオフセット（相殺）する取組が必要

です。このため、本市の森林等吸収源を活用してオフセットを行いますが、それでも

オフセットしきれなかったものについては、国内の排出削減活動や森林整備によって

生じた排出削減・吸収量を認証する制度（オフセット・クレジット（J-クレジット）

制度）等を用いてオフセットすることを検討します。 

推進方策 

 カーボン・オフセット事業の活用による CO2排出量の相殺 等 

  

 

 

 

 

  

図 J-クレジット制度の概要 

出典：環境省 
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5.6.3. みらい ～革新的技術の早期実装～ 

国は、2050年カーボンニュートラルを実現するためには、以下①～③を充分に意識

して検討する必要があるとしています。 

①既存の技術を最大限に活用・普及を推進し、新たな技術の社会実装に重点的、計

画的に取り組む。 

②省エネ、電化、電源の脱炭素化、水素化に加えても、化石燃料を使わない姿は現

実的ではなく、CO2を回収・貯留するネガティブエミッション技術も重要である。 

③脱炭素化が難しい産業部門における技術・対策については、長期的な不確実性が

あるため、複数のオプションで取り組んでいく必要がある。 

「みらい」では、上記の考え方を踏まえ、以下に示す主な取組等を通じて令和 32

年（2050年）におけるゼロカーボンシティの実現を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2050年カーボンニュートラルの実現に向けた CO2排出削減のイメージ 
出典：経済産業省ホームページ 

 

 

■主な取組項目 

項目 概要 

水素エネルギーの導入 2030 年頃を目途に商用化が想定されている次世代エネル

ギーである水素エネルギーの普及を推進 

カーボンリサイクルの導入 工業プロセスや廃棄物処理に伴って発生する CO2 について

回収・リサイクルを推進 
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■主な取組の概要 

① 水素エネルギーの導入 

水素は、多種多様なエネルギー源から製造が可能であり利用段階で CO2を排出しな

い究極のクリーンエネルギーとしてエネルギーの安定的な確保や環境負荷の低減な

どに大きく貢献することが期待されているエネルギーです。そして、石油コンビナー

トや製鉄所などで工業用にも大量に使用されており、近年は燃料電池自動車や家庭用

燃料電池（エネファーム）など、様々な用途での普及が期待されています。 

国は、2030 年頃の水素発電の商用化に向けた技術の確立や将来的な再生可能エネ

ルギー由来の CO2フリー水素の開発に取り組んでいます。本市においては、国や県、

民間事業者と連携して将来的な水素エネルギーの導入を推進していきます。 

出典：水素社会がやってくる！（九都県市首脳会議） 

 

 

●水素自動車 

水素と酸素を化学反応させ発生した電気でモーターを回して走る車です。 

ガソリン車と比べ、騒音や振動が少ない上、CO2を排出せず、水だけを排出します。 

出典：水素社会がやってくる！（九都県市首脳会議） 
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② カーボンリサイクルの導入 

カーボンリサイクルとは、CO2を資源として捉え、これを分離・回収し、鉱物化によ

るコンクリート等、人工光合成等による化学品、メタネーション等による燃料など、

再利用し、大気中への CO2排出を抑制する技術です。カーボンリサイクルは、省エネ

ルギー、再生可能エネルギー、CCS※などとともに、脱炭素社会を実現する上で鍵とな

る取組の一つです。 

国は「カーボンリサイクル技術ロードマップ」（経済産業省）において、2030 年に

CO2を利用しやすい環境を確立（分離・回収・利用の低コスト化）し、低コストで既存

製品の代替が可能で高付加価値なものへの導入を図り、2040 年以降に需要が多い汎

用品に拡大していくとしています。 

本市においても、清掃センターをはじめ CO2を多く排出する施設が立地しているこ

とから、これらの技術動向や施設の運用状況を踏まえて導入を検討します。 

※CCS（「Carbon dioxide Capture and Storage」の略） 

「二酸化炭素回収・貯留」技術と呼ばれている。発電所や化学工場などから排出された CO2
をほかの気体から分離して集め、地中深くに貯留・圧入するというもの。 

 

 

 

図 廃棄物処理におけるカーボンリサイクルのイメージ 
出典：「廃棄物・資源循環分野におけるカーボンニュートラル実現」

プロジェクトの研究開発・社会実装の方向性（環境省） 

メタネーションについて 

メタネーションとは、

火力発電所などから排出

される二酸化炭素（CO2）

を水素と反応させ、天然

ガスの主成分である合成

メタンを製造する技術で

す。メタン燃焼時に生じ

る CO2 が相殺されると見

なされるため、次世代を

担う脱炭素燃料の一つと

して期待されています。 
メタネーションの概要 出典：資源エネルギー庁 


